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＜はじめに＞

このマニュアルは、本校における危機管理の手順を原則的に示したものであり、それぞれの事態

に完全にあてはまるものではないし、機械的に処理すればよいというものでもない。それぞれの対

応にあたって、それぞれに示す観点を踏まえながら、臨機応変に対応していくことが大切なことで

ある。

＜危機管理を進める上での基本事項＞

１ 何をさておいても生命尊重を第１義として進める。

２ 保護者等関係者の心情に十分配慮し、対応には誠意と責任をもって当たる。

３ 第１義の機能を果たした後は、発生した場所・時刻・原因等の状況を的確に把握し、二度と発

生しないための対応策を検討する。〔緊急職員会議等〕

なお、原因を調査し、その内容をまとめ、外部等に連絡・広報していく際は、真実追求を旨と

し、決して、虚偽になったり、真相を包み隠すこと等がないようにしなければならない。

４ 生徒が問題行動を起こした場合であっても、決して生徒を犯人扱いせず、あくまでも成長の

一過程としてとらえ、更生に向けての支援・援助および予防に努めなければならない。

５ 報道機関等への対応については、教頭が窓口となり、一本化を図る。

ここでは重大な事態を想定したマニュアルであるので、状況によっては簡略化することがで

きる。

＜報道機関への対応における留意事項＞

１ 窓口は教頭とし、一本化の厳守を図る。

２ 事件関係者の氏名等公表は、個人情報保護の観点から事前に十分検討する。

３ 事件の経緯や措置等については、絶対に予測や憶測で話すことなく主観を交えず事実だけ

を話すことに心がける。（事件の経緯メモ、対応措置メモに基づく）

４ 発生した事実は冷静に受け止め、言い訳や責任回避になるような言動は厳しく慎み、最高責

任者である校長が学校としての見解を責任をもって話す。

５ 現段階で、はっきりしていない事項について『事実関係を調査中である』旨を伝え『多分・・ ・

はず』といった曖昧な言及は避ける。

６ 会見の場は、各社ばらばら応ずることなく会見時刻と時間を設定し一斉に会見する。

７ 関係者に対する言葉には、差別用語に留意する。

＜機械警備にともなう部活動等の危機管理について＞

１ 部活動は２０時には終了する。土・日・祝日は１７時には終了する。

２ ２０時３０分には全員下校する。それ以後も実施する場合は顧問の指導下とする。

土・日・祝日は１７時３０分には下校する。それ以後も実施する場合は顧問の指導下とする。

３ 各教室、実習室等の施錠・消灯はその部屋の防火責任者が管理する。教室は担任とする。
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１ 生徒の事故

（１ ）学校内の場合

対応手順 処置 ・対応内容 等 対応者

救命措置 ・発見者または側近の者が、まず救命措置（生命尊重）の対応をし、応 発見者

援を求める（事故対応メモＮｏ１ 参照） 側近者

連 絡 ・次に連絡を行う 発見者

・校長（内線３０） ・教頭（内線５８） 側近者

・保健室（内線３７） ・該当生徒の学級担任

応急措置 ・応急措置（事故対応メモ 参照） 養護教諭

保健主事

部顧問

病院搬送 ・タクシー（緊急の場合は自家用車）または救急車で搬送する 養護教諭

（事故対応メモ 参照） 保健主事

部顧問

連 絡 ・保護者に連絡を行う。 学級担任

事故の状況、傷病の程度、搬送先病院名等 部顧問

状況調査 ・事故の概要（被害者、加害者、発生場所、発生時刻、原因等） 等を調 保健主事

査し（チェックノートＮｏ１活用）、その結果を速やかに口頭及び文書で 生 徒 指 導 主 事

報告する（教頭へ） 学級担任

部顧問

関係機関 ・県教育委員会（人権同和教育課・高校教育課）に報告する。 校 長

への連絡 （病院からの報告を待ち、傷病の程度で校長が判断）

＜留意事項＞

① 搬送は原則として救急車かタクシーを利用するが、緊急やむを得ず自家用車を使用す

る場合は、校長の許可を得る。その際、交通規則を守り、安全に留意し搬送する。

② 保護者への連絡は、相手を動揺させることのないように、次の事項を落ち着いて連絡

する。

（事故の状況、傷病の程度、搬送先病院名、保険証持参等）

③ 加害者（生徒）がある場合は、その保護者に対しても状況説明の連絡をする。

・命にかかわる場合→被害者の保護者に連絡を取った後

・そうでない場合 →病院から傷病名等の連絡を受けた後

④ 生命にかかわる怪我等の場合には、校長もしくは教頭も病院に赴く
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（２）学校外の場合

対応手順 処置 ・対応内容 等 対応者

連絡受報 ・被害者（学年、学級、性別、氏名）、発生場所、時刻、怪我の状況、対 受報者

応状況、搬送先病院名等を聴取し、必ずメモをする。

・相手があれば、その氏名、年齢、性別、住所等も聴取する。

報 告 ・受報者は直ちに管理職（校長、教頭）に受報内容を報告する。 受報者

・管理職は、関係教職員に連絡・指示を行う。 管理職

連 絡 ・保護者に連絡をとるとともに、搬送先病院に駆けつける。 学級担任

部顧問

・生徒が事故現場にいる場合は、事故現場に駆けつける。必要に応じ 学級担任

て病院に搬送する。 養護教諭

保健主事

報 告 ・病院での生徒状況について、管理職に第一報を入れる。 学級担任

部顧問

状況調査 ・事故現場に赴き、現場の確認と事故当時の状況などを聴取する。 生 徒 指 導 主 事

・事故現場に居合わせた人や現場周辺の人達から情報を集める。

・生徒の状況（体や心情）に十分配慮しながら、事故の概要について聴 学級担任

取する。（チェックノートＮｏ１活用） 部顧問

・緊急を要する事態である時は直ちに管理職にその旨を報告する。

報 告 ・事故現場での聴取結果と生徒からの聴取事項から、事故状況を整理 生 徒 指 導 主 事

し、口頭及び文書で管理職に報告する。 学級担任

関係機関 ・県教育委員会（人権同和教育課、高校教育課）に報告する。 校 長

への連絡 （病院からの報告を待ち、傷病の程度で校長が判断）
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（３）緊急時の連絡体制

（注）

①学校内の場合 校長 ３０ 内の番号は校内電話番号

②

救急車 １１９

教頭 ５８ 事務室 ２３

20、21、５7 タクシー
①

② ② （最終ページ参照）

事故発生 ①

① 保健室 ３７ 連絡・付き添い

【事故発見者】 及び

【指導担当者】 保健主事５６ 医療機関

連 （最終ページ参照）

② ② 絡

学級担任 家 庭

（副担任） 付き添い、連絡 （電話、メール）

（注）

②学校外の場合 校長 ３０ 内の番号は校内電話番号

② ②

③

教頭 ５８ 学級担任

受報者 ③ （副担任）

部顧問

① ③ ③ 養護教諭３７ 付き添い、連絡

① 保健主事５６

救急車１１９

事故発生 家 庭

① 警 察１１０ （電話、メール）

【事故発見者】

付き添い、連絡

タクシー 医療機関

（最終ページ参照） （最終ページ参照）
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２ 職員の事故

（１ ）学校内の場合

生徒の場合に準じる。

（２）学校外の場合

① 電話がかけられる場合

対応手順 処置 ・対応内容 等 対応者

連 絡 ・事故の概要を、速やかに管理職に連絡する。 当事者
（事故の態様、発生場所、時刻、対応の状況、相手方 等）
・連絡後に、状況の変化があった場合、または処理が終了した場合な
ど、適宜連絡する。

状況整理 ・事故の概要について整理する。 教 頭
（チェックノートＮｏ２ 活用） 事務長
・事故処理が完全に終了していない段階では、事故原因を言及するこ
とができないことに留意する。

報 告 ・整理結果を校長に報告する。 教 頭
事務長

関係機関 ・県立高等学校管理運営規則第95条により、県教育委員会（教職員 校 長
への連絡 課、高校教育課、人権同和教育課）へ報告する。

② 電話がかけられない場合

対応手順 処置 ・対応内容 等 対応者

連絡受報 ・電話がかけられる状況に至った場合には、速やかに管理職に報告す 管理職
る。本人ができない場合は家族でもよい。 職 員
・校長（副校長）が受け、氏名、発生場所、時刻、事故の状況、対応の状 当事者
況、搬送先病院等、可能な限り詳しく聞く。

状況整理 ・事故の概要について整理する。 教 頭
（チェックノートＮｏ２ 活用） 事務長
・事故処理が完全に終了していない段階では、事故原因を言及するこ
とができないことに留意する。

報 告 ・整理結果を校長に報告する。 教 頭
事務長

関係機関 ・県教育委員会（教職員課、高校教育課、人権同和教育課）へ報告す 校 長
への連絡 る。

＜留意事項＞

ア 相手がある場合は、教職員としての誠意と責任をもって事故処理に対応する。

イ 相手方の人命にかかわるような重大事故の場合は、校長（教頭）が直ちに現場（病院）に

赴き見舞うとともに、状況を把握する

ウ 教育委員会にまず一報を入れ、詳細については整理出来次第速やかに報告する。
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【事故対応メモ】

１ 救急処置について

（１）心肺蘇生

① 周囲の安全確認を行う。

・二次災害を防ぐため、傷病者に近づきながら現場周囲の安全確認を行う。

② 反応を確認する。

・肩をたたきながら耳元で「わかりますか」と声を掛けたり、名前を呼び反応をみる。

・会話ができれば、傷病者の訴えを聞き、必要な応急手当を行い、ケガや病気の悪化

の防止・苦痛の軽減を図る。

③ 大声で助けを求め、１１９番通報をＡＥＤ搬送および管理職。担任（団）への連絡を

依頼する。

・反応がない場合には、直ちに「誰か来てください」と大声で助けを求める。

・集まってきた人に、「生徒が倒れています。あなたは１１９番通報してください。」

「あなたはＡＥＤを持ってきてください。」「あなたは管理職と担任団、学科への連絡を

してください。」など、具体的に協力を求める。

・大声で呼んでも誰も来なければ、まず自分で１１９番通報して指示を仰ぐ。ＡＥＤが近く

にあれば持ってくる。

④ 呼吸を確認する。

・普段通りの呼吸の有無を１０秒以内で確認する。

・目線を傷病者の胸と腹部に向け、呼吸の状態を見て確認する。

・胸と腹の動きが見られない場合には、普段通りの呼吸をしていないと判断する。

・普段通りの呼吸がない場合は、心肺蘇生（胸骨圧迫のみ可）を行う。

⑤ 普段通りの呼吸がない場合は、胸骨圧迫３０回と人工呼吸２回を組み合わせた心肺蘇

生を行う。

（２）胸骨圧迫

① まず、胸骨圧迫を行う。

② 最も重要なことは、十分な強さと十分な早さで、絶え間なく圧迫すること。

③ 胸骨圧迫の位置は、胸骨の下半分で、目安は、胸の真ん中である。

④ 一方の手の根元を圧迫位置に平行にあて、もう一方の手を重ねる。

⑤ 胸が少なくとも、５cm以上６cmを超えない範囲で沈むまで、１分間に少なくとも

１００回から１２０回のテンポで圧迫する。両手を使い、地面に対して垂直に、体重

を利用して圧迫する。

⑥ 圧迫したら、沈んだ胸が元に戻るように圧迫をゆるめることも重要である。ただし、

手を胸から浮き上がらせたり、圧迫位置がずれたりしないように注意する。

（３）人工呼吸

訓練を積み、素早く人工呼吸ができる場合は実施する。ただし、人工呼吸ができる人で

も、ためらわれる場合は、胸骨圧迫だけでも行う。

① 気道を確保したまま鼻をつまむ。

② 口を全て覆って、胸の上がりが見える程度の量を静かに吹き込む。

・１回吹き込むのに約１秒かける。勢いよく吹きこまないようにする。

・２回吹き込んで胸が上がらなくても、次の胸骨圧迫にすすむ。

※ 胸骨圧迫３０回と人口呼吸２回の組み合わせを続ける。
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（４ ）心肺蘇生を中止する場合

① 救急隊員に引き継いだとき

② 傷病者に何らかの応答や目的のあるしぐさが現れたとき

③ 普段通りの呼吸をし始めたとき

（５）ＡＥＤによる除細動

① ＡＥＤの到着

ア ＡＥＤは救助者側で、使いやすい位置に置く。

イ 救助者が複数の場合は、一人が心肺蘇生を続けながら、別の人がＡＥＤの操作を

開始する。

② まず電源を入れる。

ア 電源ボタンを押すものや、カバーを開けると自動的に電源が入るものがある。

③ 音声メッセージ通りに行動する。

ア 電源を入れると、使用方法をＡＥＤの音声がメッセージで指示する。指示の通りに

行動すること。

④ 電極パッドを傷病者の胸に貼る。

ア 電極パッドが傷病者の肌に直接触れるよう、衣服をひらく。

イ 電極パッドを貼る位置は、電極パッドに描かれた絵の通りである。

ウ 電極パッドは隙間なく張る。皮膚との間に隙間があると、心電図の解析が実施で

きない場合がある。

⑤ 傷病者に触れない（心電図解析）

ア ＡＥＤが解析（除細動が必要かどうかの判断）を自動的に行う。音声メッセージ

により、傷病者に触れないよう指示が出るので、誰も触れていないか確認をする。

イ 複数の救助者がいて、心肺蘇生を続けている場合も直ちに心肺蘇生を中止する。

⑥ 除細動（電気ショック）を行う。

ア 電気ショックが必要な場合は、自動的に充電が開始され「ショックが必要です」

と音声で指示される。

イ 充電が終わり、電気ショックの順番が終了すると「ショックボタンを押してくだ

さい」と音声指示があり、ショックボタンが点滅する。

ウ 救助者は、誰も傷病者に触れていないことを確認し、ショックボタンを押す。

⑦ 除細動を実施した後の対応

ア ＡＥＤの音声メッセージに従い、直ちに胸部圧迫から心肺蘇生を開始する。

イ 心肺蘇生を開始して２分経過毎に、自動的に心電図の解析が始まる。

ウ 音声メッセージ通りに心肺蘇生を中断し、「ショックが必要です」等の音声指示が

出た場合は、再度電気ショックを行う。

（６）出血の場合

① 気道、呼吸、循環の確保を行う。

意識不明でピューピューと噴出する動脈性の出血では気道より止血が優先する。

② 傷口の上から直接圧迫で出血をコントロールする。清潔なガーゼ、タオル、布、

その他入手可能な素材を使う。

③ 血液がしみ出てきたら、ガーゼ類を追加し、必要に応じて圧迫包帯をする。ほとん

どの出血は直接圧迫でコントロールできる。

④ 動脈性の出血で直接圧迫の効果が出ない場合には、直接圧迫と止血点（間接圧迫止

血法）を組み合わせて使う。

⑤ 出血のコントロールができるまで、直接圧迫と止血点の併用を続ける。
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（７ ）熱中症の場合

①軽 症

症 状：ふくらはぎが痙攣する（こむらがえり）、立ちくらみがする。

対処法：木陰や冷房の効いた部屋で寝かせ、スポーツドリンクなどで水分補給。

衣服を脱がせ、風を送るなどして体を冷やす。

②中等症

症 状：ひどく体がだるい（疲労感）。めまいがしたり頭痛がする。

吐き気がしたり、実際に嘔吐する。急に下痢が始まる。

対処法：軽症の対処法に加えて、わきや太ももの付け根を氷で冷やす。

水分を取れない、すぐに吐く、回復しないという場合には、救急車を呼ぶ。

回復後も、念のために医師の診断を受けさせる。

③重 症

症 状：訳の分からないことを話し始める。大声をあげるなど、興奮状態になる。

運動中に急にふらつく。意識を失って倒れる。高熱が出る。

対処法：脳障害や肝臓・腎臓障害、血液凝固障害を起こして危険な状態。

直ちに救急車を呼び、中症度の対応をしながら待つ。

２ 病院搬送に関して（最終ページに再掲）

（１）救急車を呼ぶ場合

（要請の基準）

・意識喪失の状態にある場合 ・骨の変形を起こしている場合

・ショック症状がある場合 ・大きな開放創がある場合

・けいれんのある場合 ・広範囲に火傷を受けている場合

・激痛が持続する場合 ・事故発見者が必要と判断した場合

・多量の出血を伴う場合

（呼び方）

①「１１９番」を呼び出す

②「こちらは日向工業高校です。救急です。」

③「生徒（職員）が・・・

いつ（時間）どこで（場所）どうして（原因）どこが（部位）どのように（症状）」
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④「現在、□□の処置をして様子を見ています。この後に何をしたらよいか指示

をください（どんな処置をしたか報告できるようにしておく）」

※相手（救急車側）が、場所や症状を確認するまでは、慌てて電話をきらないこと。

※救急車のサイレンが聞こえたら、近くに案内人を出し、救急車を誘導する。

（２）タクシーを呼ぶ場合

（最寄りのタクシー会社）

・ひまわりタクシー TEL 52－3535 ・上日向タクシー TEL 54－5454

・宮崎交通 TEL 52－3131

（３）病院への搬送

① 学校医

①内科医 津野田 翔 先生 ０９８２－５２－５４０７

②眼科医 稲原 明肆 先生 ０９８２－５２－２２０９

③耳鼻科医 直野 秀和 先生 ０９８２－６６－４１３３

④歯科医 堀 健介 先生 ０９８２－５５－１４１４

② 近くの専門医

①千代田病院 ５２－７１１１ ⑦吉田クリニック ５５－０７７０

②和田病院 ５２－００１１ ⑧鮫島病院 ５４－６８０１

③済生会日向病院 ６３－１３２１ ⑨長嶺皮膚科 ６６－１２０１

④甲斐外科医院 ５３－５０００ ⑩沼田皮膚科 ５２－３７８５

⑤せきもと整形外科 ５７－３３３０ ⑪日向市東臼杵郡医師会 ５２－０２２２

⑥大平整形外科 ５２－３３３７ ⑫県立延岡病院098２ ３２－６１８１

３ 関係機関に関して

（１）県教育委員会（人権同和教育課：TEL ０９８５－２６－７２３８、７２５２）

（２）日向警察署 （代 表：TEL ０９８２－５３－０１１０）
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＜チェックノート Ｎｏ１＞（学校内）

事故者名 年 科 組 １．男 担任名

２．女 保護者名

電話番号 保 護 者 へ の 連 絡 状 況

相手方名 年 科 組 １．男 担任名

２．女 保護者名

電話番号 保 護 者 へ の 連 絡 状 況

発 生 日 時 令和 年 月 日 （ ） 時 分

発 生 場 所

症 状

原 因 等

応 急 措 置

搬送先病院名

（電話番号） （℡ ）

搬 送 手 段 １．救急車 ２．自家用車 到着時間 時 分

３．タクシー（ 会社）

病院での態様

その他・特記事項

※事故発生場所の見取図を添付すること。
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＜チェックノート Ｎｏ２＞（学校外）

事故者名 職名 年齢 電話番号

住 所

相手方名 年齢 性別 電話番号

住 所

発 生 日 時 令和 年 月 日 （ ） 時 分

発 生 場 所

本 人 症 状

相 手 症 状

現場・事故の

状況等

搬送先病院名

（電話番号） （℡ ）

搬 送 手 段 到着時間 時 分

病院での態様

対 応 状 況 ［警察事故処理の有無、 相手方搬送先病院名、 相手方への対応指導等］

その他・特記事項

※事故発生場所の見取図を添付すること。
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３ 学校火災

火災が発生した場合には、まず初期消火に当たるが、それと平行して管理職にも報告する体制

を整える。そのため、火災発生と同時に最低でも二人体制を組み、一人は初期消火、一人は連絡

に当たるようにする。いかなる場合においても、人命第一に心がけなければならない。

（１）職員在勤中の場合

対応手順 処置 ・対応内容 等 対応者

状況把握 ＜警報器がなった場合＞

・警報器による発覚は、直ちに現場に駆けつけ確認（視認）する。 側近者
・確認者は近くの者に応援要請をし、一人が場所と状況を速やかに教 応援者

頭（校長、事務）に連絡する。 事務部

・火災による警報でなかった場合であっても、その旨を、校内放送等
で全生徒・職員に知らせる。

＜その他の場合＞

・発見者は近くの者に応援要請をし、一人が場所と状況を速やかに教 発見者
頭または事務職員に連絡する。 応援者

避難通報 ・発見者から連絡を受けた事務職員は、校長・教頭・事務長に速やかに 教 頭
連絡する。 通 報 連 絡 班

火災通報 ・校長（教頭・事務長）は、状況確認後、消防署への通報の有無を速や 通 報 連 絡 班

かに判断し、事務長（事務職員）が消防署に通報する。
・同時に、教頭は避難経路、避難場所を明確にし、校内放送で生徒並

びに職員へ避難指示を行う。

避難誘導 ・避難場所は本校運動場とする。 教科担任

・誘導担当教員は、火災発生時の授業担当者とするが、その他の場合 学級担任

は、側近者とする。 側近者
・誘導担当教員は、生徒の安全の確保を最優先にして誘導する。

・避難指示に従って、無言で整然と避難させる。

・学級担任及び副担任は、授業がなかった場合には、担任をする学級
に駆けつけ、避難誘導にあたっている職員と交代して避難誘導にあた

る。

避難確認 ・可能な限り校舎等をまわり、生徒等の避難が完了しているかどうか 教頭

視認する。 事務長

・確認後は、避難場所に行き、その旨を校長に報告する。
・生徒が無事に避難できたか否かを学級担任は点呼で確認し、結果 学級担任

を教務主任（主幹教諭）に報告する。 教務主任

・教務主任（主幹教諭）は、その都度点呼状況を教頭に報告する。 教頭
・生徒には、避難場所を勝手に離れないよう強く指導する。

非常持出 ・避難場所で非常搬出班を確認した後、持ち出し作業に移る。 管理職
・持ち出し作業は、必ず教頭の指示に従って行う。 搬出班

・避難場所で消火班を確認後、消火に当たる。 消火班

（このとき、火元責任者は出火場所の電源切断や消火についての助言
を行う）

鎮火後の ・鎮火後の処理事項は多数あるので、教頭・事務長の指示に従い、迅 環境美化係
処理 速に遂行する。

・生徒下校については、安全指導を確実に行ったあと、遂行する。 生徒指導主事

関係機関 ・県教育委員会（財務福利課、高校教育課、人権同和教育課）に報告す 校 長

への連絡 る。
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（２）職員不在中の場合

ここでは、学校に被災が及んだことが予想される場合とする。

対応手順 処置・対応内容等 対応者

火災発生 ・受報者は、まず一報を校長（教頭）に連絡する。 第１受報者

非常出勤 ・校長は必要に応じて、職員に連絡し、出勤を要請する。 校 長

（職員連絡網により） （教頭）

非常持出 ・非常持出が可能な場合、出勤した職員で搬出班を組織し実施する。 管理職

その判断は、消防署の現地監督者に尋ね、校長が行う。 出勤職員

鎮火後の ・鎮火後、或いは持出作業終了後、直ちに職員会議を開き、次の事項 管理職

処理 について調査する。 火元責任者

①昨日の戸締り状況 ②ガス等の使用状況

③電気器具使用状況 ④その他火気に関すること 等

事情聴取 ・消防署及び警察署からの事情聴取には、校長（教頭）が対応する。他 校 長

の職員については校長の指示があるまて待機する。 （教頭）

関係機関 ・県教育委員会（財務福利課、高校教育課、人権同和教育課）に報告す 校 長

への連絡 る。
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＜防災計画書＞

№１

区分 責任者 組 織 ・ 編 成 及 び 主 な 任 務

通報 ・火災の通報・校内緊急放送による連絡・避難場所での

防 校 連絡班 安全指導・消防署等への連絡
災
管 長 ※発見者→事務（事務は校長・教頭・事務長に連絡）→消防署

理 ※消防署への通報：事務長（事務職員）

組 ・ 本部 ※緊急放送：教頭は、火災場所・避難場所・避難経路の放送を迅

織 速に行う。

・ 教 ③ ② ①
自 防 対 防
衛 頭 火 外 火 ・非常持ち出し物の搬出（出勤簿、会計書類等）
消 活 的 用

防 動 な 設 搬出班 （学校要覧４５ページ参照）
組 全 情 備
織 般 報 の

の 収 点 ・消火器等による消火、消火栓による消火
指 集 検 ・可燃物の除去、管理
揮

※初期消火班：授業担任、各学級の生徒、出火場所付近

消火班 の職員が担当する。

※初期消火を担当する生徒を、各学級１０名ずつ選出し

ておく。

校 長 ※初期消火の限界は「天井に火が移るまで」を目安に！

教 頭

・生徒の安全避難、誘導・避難経路の確認と指示
事務長 ・避難場所での点呼、報告

教務主任 ※基本的には、火災発生時にその場所で授業を担当して

いる職員が初期消火・避難誘導に当たる。！

生徒指導主事 避難 ただし、学級担任が他の学級で授業を行っている場

誘導班 合には、まず、授業を行っている学級の避難誘導を行

保健主事 い、途 中、その学級の担任に引き継ぎを行った上で、

自分の学級に駆けつけ、避難誘導に当たる。

・搬出物の管理・危険物や火気の管理
・飛び火の防止と警戒・危険個所への立ち入り禁止

警備班
生徒指導主事、生徒指導部副主任、生徒会係主、交通係主

・水利の確保・補給電線の切断等の危険防止

工作班 機械科主任、電気科主任、建築科主任、理科主任、家庭科主任

・負傷者の救護・消防署、病院との連絡

救護班 保健主事、養護教諭、他体育科職員全員
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＜学校火災対応メモ Ｎｏ１＞

１ 職員在勤中の場合

（１）消防署通報（１１９番）要領

『こちらは日向工業高校です。つい先程校内の 〇〇〇 で火災が発生しました。
すぐに消火出動をお願いします。』

（２）校内放送要領

＜第一放送＞
「＊＊＊付近の非常ベルが鳴っていて現在確認中です。生徒はしばらく待機してく
ださい。」２～３回繰り返す。

＜第二放送＞
「＊＊＊付近で火災発生。－－－の指示（避難経路）に従って、無言・駆け足で避
難場所（運動場）に避難してください。」

（３）避難確認欄

学科 機 械 電 気 建 築 備 考
学年

１

２

３

（４）非常持出品

帳 簿 名 場所 確認 帳 簿 名 場所 確認

学校沿革誌 教頭 保健日誌 保健室

諸会計書類等 事務室 健康診断票 保健室

学校日誌 教頭 給与関係書類 事務室

休暇処理簿 教頭 職員履歴書 事務室

職員出勤簿 教頭 備品台帳 事務室

絵画など美術品や 教務 旅行命令書 事務室
パソコン等
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２ 職員不在中の場合

（１）緊急職員会議での確認・協議事項

① 確認事項

発 生 日 時 令和 年 月 日（ ） 時 分

発 生 場 所

出 火 原 因

② 協議事項

項 目 協 議 事 項

昨日の戸締り状況

ガス等の使用状況

電気器具等の使用状況

化学薬品等の保管状況

その他火気に関する状況

明日からの授業体制

今

後

の 生徒等への連絡事項と方法

対

応

火災の事後処理事務

（２）生徒連絡

グーグルClassルームを通じて連絡する。

（３）職員緊急連絡

安心安全メールを通じて連絡する。

（４）非常持出品

職員在勤中の場合に準ずる。
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４ 地震

（１）職員在勤中の場合

流れ 処置・対応ｅｔｃ． 対応者

地震発生 ①生徒には机等の下に身を隠すように指示、職員は出口の確 授業担当者

保を図った後、身を隠す。

避難通報 ②揺れがおさまり、避難可能な状態であることを確認した上 教頭

で、生徒と職員へ避難の通報をする。

避難誘導 ①避難場所は機械科実習室西側広場とする。 教科担任

ただし、 学級担任

※津波警報が発令された場合は、

「避難所北区」に避難することを原則とし、無理な場合のみ

「避難所南区」への避難も可とする。

②誘導担当職員は、地震発生時の授業担当者とするが、その

他の場合は側近者とする。

③誘導担当職員は、生徒の安全確保を最優先にして誘導す

る。

④生徒は、避難指示に従って無言で整然と避難させる。

⑤学級担任は、授業がなかった場合には、速やかに担当する

学級に駆けつける。

⑥可能であれば地区住民の避難に協力する。

避難確認 ①担任（担任団）は生徒の人数を確認し、速やかに避難完了 授業担当者

の報告を教頭にする。

②教頭は、逃げ遅れた生徒はいないか校舎を巡回する。 教頭

被災状況の ①各教室・実習室等の被害の状況（安全の確認・機材等の状 教頭､事務長

把握 況）を確認する。 教務主任

②被害の状況及びその他の情報によって、授業等を再開する 生徒指導主事

か否かの判断を校長が行う。 保健主事

学科主任

理科主任

家庭科主任

緊急対策職 ①周辺及び地域の被災状況を把握し、生徒の下校 全職員

員会議 の安全を確認する。

②安全が確認されるまで（保護者が迎えに来た場合を除く ）

は、生徒は下校させず、避難場所で待機させる。

・その後の処置については職員会議で検討する。

（地震対応メモ、Ｎｏ１参照）

関係機関への ・県教育委員会(財務福利課、高校教育課､人権同和教育課） 校 長

連絡 に報告する。
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（２）職員不在中の場合（休日及び時間外を含む）

ここでは、周辺に重大な災害をもたらす地震が発生した場合のことであり、学校にも被害が

及んだことが予想される場合に限る。

① 日向市管内で震度６弱以上の地震が発生した場合 →全職員登庁し配置につく

② 日向市管内で震度５弱～震度５強の地震が発生した場合→管理職は登庁して配置につく

※ 宮崎県教育委員会防災計画「地震発生時の職員参集・配備規準」による

流れ 処置・対応ｅｔｃ． 対応者

学校の被災状 ①校長・教頭及び事務長が出勤し、被災の状況について把 校 長

況調査 握する。出勤途中に市街の被災状況についても概要を把握 教 頭

しておく。 事務長

日向市管内で震度５弱～震度５強の地震が発生した

場合、管理職は登庁して配置につく。

非常出勤 ①校長は必要に応じて、職員に連絡し出勤を要請する。 校 長

（職員連絡網により） 教 頭

日向市管内で震度６弱以上の地震が発生した場合、 事務長

全職員登庁して配置につく。 （全職員）

地域の被災状 ①ＰＴＡ三役及び地区委員長等の協力を得て、生徒及び地域 事務長

況の調査 の被災状況を把握する。 渉外係

学級担任

関係機関への ①学校及び生徒、地域の被災状況を県教育委員会に報告す 校 長

連絡 るとともに、当面する対応策についてその概要を伝える。 （教 頭）

②避難場所としての受け入れ体制についても地域との連携 （事務長）

を配慮する。

緊急対策職員 ①生徒への対応等の緊急を要する事項について協議する。 出勤した

会議 （地震対応メモＮｏ１参照） 全職員
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＜地震対応メモ Ｎｏ１＞

１．避難確認欄

学科
機械 電 気 建 築 備 考

学年

１

２

３

２．地震沈静化後に行う安全点検事項（被災状況点検事項）

点 検 事 項 確認 点 検 事 項 確認

火災発生の危険性 校舎内外の敷地、床等のひび割れ

ガラスのひび割れと落下の 落下物等の散乱による危険性

危険性

校舎等の破損と落下の危険性 電気配線等の断線状況

校舎内部の異常 教室等の照明器具等の落下の危険性

建物自体の傾き等 出入口、窓等の開閉状況

３．緊急対策職員会議の内容等

①学校被災状況の確認

②職員被災状況の確認

③情報収集の検討

④伝達手段の確保（生徒、職員） 生徒への処置（例）

⑤当面の生徒への措置

⑥出勤不可能な職員の処置 ア 生徒の下校の時機

⑦学校被災復旧作業 イ 下校の方法

⑧その他必要な職員の活動等 ウ 指導内容

⑨緊急避難場所としての体制 エ 在校時間帯の処置

⑩その他 オ 保護者への連絡
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５ 津波

（１ ）職員の対応

① 平日

日常の交通手段又は公共交通機関を利用し、可能な限り出勤しなければならない。

出勤が困難な場合は、出勤困難休暇（特別休暇）を取得する。

② 休日及び時間外

津波予報区「宮崎県」に大津波警報又は津波警報が発令された場合、校長判断により

職員を登庁させる。

※ 宮崎県教育委員会防災計画「津波警報発令時の職員参集・配置基準」による

（２）津波対応の流れ

① 地震発生

ア 授業中→教科担任が状況を見ながら机の下に潜らす等、安全確保にあたりながら

指示があるまでその場に待機させる。

イ 休み時間→生徒自身が安全確保にあたりながらその場に待機し、その後の指示に

従うよう日頃から周知しておく。

② 地震・津波情報の確認

ア 地震発生後、速やかにテレビ・ラジオ等により津波予報を確認。

（校長・教頭・事務長）

・到達予想時刻

・予想される津波の高さ等

③ 避難場所の検討～避難指示

ア 避難場所について、校長・教頭・事務長・（防災担当）で判断し、教頭（教務）が校内放送

で指示する。

イ 校内放送が使用できない場合には、ハンドマイクを使用し、教務主任（教務）と事務主

任（事務）が校内を巡回しながら伝達する。

☆津波注意報(～１ｍ)

本部を校長室とする。 全学年教室待機とする。

★津波警報(１～３ｍ) ・大津波警報(３ｍ以上）

全校生徒、平岩地区避難所（北区）へ避難する。

※ただし、グラウンドまたはグラウンド付近で授業・部活動を行っている場合で、緊急を

要する場合は平岩地区避難所（南区）へ避難する。

※避難場所への誘導は、基本的には、その時間に授業を担当している教科担任・部顧が

行う。

※学年団所属のその他の職員は、避難所への誘導に加わる。

④ 校長から県教育委員会への連絡

⑤ 担任（副担任）から教頭への連絡

各クラスの担任もしくは副担任、またはそれに代わる職員が、避難状況の確認、生徒の

把握等について教頭へ連絡する。

⑥ 公共交通機関の確認 事務 → 教頭

ア 下校できる場合



- 21 -

・下校方法について保護者へ連絡する。

（速やかに下校させ、下校後は必ず担任[副担任]に連絡する。）

イ 下校できない場合

・下校できない場合は継続して待機させ、その旨を保護者に連絡する。

・待機後下校できる状況になれば保護者と連絡をとり、迎えに来てもらう等の措置をと

る。

（下校後は、必ず担任[副担任]に連絡するように指導する。）

⑦ 担任（副担任）から校長への連絡

⑧ 校長から県教育委員会への連絡

（３）その他

① 緊急連絡用のトランシーバーを常備する。

校長・教頭・事務長・各学年主任・防災担当

② 緊急用のハンドマイクを次の箇所に常備する。

大職員室、事務室、生徒指導部、体育職員室、建築科職員室



- 22 -

６ 風水害

（１ ）職員の対応

① 平日

日常の交通手段又は公共交通機関を利用し、可能な限り出勤しなければならない。

出勤が困難な場合は、出勤困難休暇（特別休暇）を取得する。

② 休日及び時間外

大雨警報又は洪水警報発令時で災害対策本部が設置された場合、校長判断により

職員を登庁させる。

※ 宮崎県教育委員会防災計画「大雨時の職員参集・配備規準」による

（２）これから風水害が予想される場合

① 生徒が学校にいる場合

流れ 処置・対応ｅｔｃ． 対応者

情報の収集 ・気象庁、テレビ・ラジオ、自衛隊等からの気象に関す 校長・教頭

る情報を収集する。 事務長

臨時職員会議 ・得ている情報の確認と、今後の対応（生徒の下校の 全職員

時間及びその方法、生徒への指導事項等）について

検討する。

生徒の下校 ・職員会議で検討し、校長の決裁を受けた方法で生徒 学級担任

を下校させる。 生徒指導主事

② 生徒が学校にいない場合

管理職が気象情報等から、次の３つの措置のいずれかを判断し、学校安全安心メー

ル及びホームページ通じて全職員及び登録済みの家庭に連絡する。

その後、学級担任は生徒に、措置に対応した連絡文例の要領で学校安全安心メール

に未登録の家庭に電話を通じて連絡する。生徒の措置については、特別警報又は警報の

発令を判断の基準とする。

生徒の措置 安心安全メールによる連絡文例

臨時休校 ○○のため、本日は臨時休校といたします。

始業時間を遅らせて登校 ○○のため、本日は午前○○時登校といたします。

自宅待機 ○○のため、次の連絡があるまでは自宅待機とします
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（３）風水害を受けた場合

流れ 処置・対応ｅｔｃ． 対応者

学校の被災状況 ・校長・教頭及び事務長が出勤し、被災の状況につ 校 長

調査 いて把握する。出勤途中に市街の被災状況について 教 頭

も概要を把握しておく。 事務長

非常出勤 ・校長は必要に応じて、職員に連絡し、出勤を要請 校 長

する。（職員連絡網により） 教 頭

地域の被災状 ・ＰＴＡ三役及び地区委員長等の協力を得て、生徒及 事務長

況の調査 び地域の被災状況を把握する。 渉外係

学級担任

関係機関への連絡 ・学校及び生徒、地域の被災状況を県教育委員会 校 長

に報告するとともに、当面する対応策についてその （教頭）

概要を伝える。

・避難場所としての受け入れ体制についても、地域

との連携に配慮する。

緊急対策 ・生徒への対応等の緊急を要する事項について協議 出勤した

職員会議 する。 全職員

（風水害対応メモＮｏ１参照）
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＜風水害対応メモ Ｎｏ１＞

１ 現在発表されている気象情報

（ 年 月 日 曜 時 分現在）

発令されている

警報・注意報

台風の場合、 ・位置（東経 度、 北緯 度）

その情報 ・気圧（ ヘクトパスカル）

・風速（ ｍ）、 最大風速（ ｍ）

・進行経路と速度（ ）へ毎時（ ｋｍ）

・最大接近予測時刻（ 月 日 時ごろ）

テレビ等のニュース

から得られる今後の

予測状況

２ 各地区の現在の通学路状況

地 区 名 予想される災害とその場所
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３ 緊急対策職員会議の内容等

①学校被災状況の確認

②職員被災状況の確認

③情報収集の検討

④伝達手段の確保（生徒、職員） 生徒への処置（例）

⑤当面の生徒への措置

⑥出勤不可能な職員の処置 ア 生徒の下校の時機

⑦学校被災復旧作業 イ 下校の方法

⑧その他必要な職員の活動等 ウ 指導内容

⑨緊急避難場所としての体制 エ 在校時間帯の処置

⑩その他 オ 保護者への連絡



- 26 -

７ 暴力事件

（１）生徒相互の場合

流れ 処置・対応etc. 対応者

暴力事件発生 ・発生と発覚は同時でない場合がある。

・けが等が発生した場合は、校内における生徒の事故

と同様の対応しながら下記の措置を進める。

事情聴取と指導 ・双方の生徒にそれぞれ言い分を聞き、事件に発展し 生徒指導主事

た経緯・暴力の事実関係について把握する。 学級担任

・暴力は、絶対に許さない強い指導と、双方の言い分

に対するきめ細かい指導を行う。

校内報告 ・事件の全容並びに指導の経緯等について、管理職に 生徒指導主事

口頭及び文書で報告する。 学級担任

・全職員にも指導協力を要請する。 学年主任

保護者への連絡 ・事件の全容及び措置（事情聴取と今後の指導）につ 生徒指導主事

いて、双方の保護者に連絡し、理解を求め、協力を要 学級担任

請する。

関係機関への ・県教育委員会（人権同和教育課、高校教育課）に報告 校 長

連絡 する。

（２）対教師暴力の場合

流れ 処置・対応etc. 対応者

報告 ・どんな小さなことでも、対教師暴力は学校にとって 生徒指導主事

大きな事件である。 学級担任

・必ず生徒指導主事を経て、口頭及び文書で教頭・校

長まで報告する。

事情聴取 ・生徒指導主事が該当生徒を呼び、教育相談的に事情 生徒指導主事

を聴取する。 校 長

・当事者の職員については、校長が事情を聞く。

・職員が病院に行く必要がある時は、職員の校内事故

に準じて対応し、その後で事情を聞く。

臨時職員会議 ・聴取した事情等から事件の全容を全職員で確認し、 全職員

今後の対応（生徒への対応・教師の留意点）について

検討し、全職員協力して指導に当たっていくことを共

通理解する。

保護者への連絡 ・事件に至るまでの経緯を含めた事件の全容について 教 頭

等 知らせる。

・今後の学校の指導について理解を求め、協力を要請

する。

関係諸機関への ・県教育委員会（人権同和教育課、高校教育課、教職員 校 長

連絡 課）に報告する。
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＜校内暴力対応メモ Ｎｏ１＞

発生日時 令和 年 月 日（ ） 時 分（ ）

氏名
加害者 年 科 男

保護者名
女

氏名
被害者 年 科 男

保護者名
女

暴力内容

傷病名 全治期間

事件発生の原因となった状況

被害者の言い分 加害者の言い分

暴力事件に至った背景

指導上の留意点

家庭との連携状況

その他（特記事項）
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８ いじめ

※別冊「県立日向工業高等学校いじめ防止基本方針」による

（平成２５年施行のいじめ防止対策推進法に基づき平成２６年３月策定し、年次見直し）

＜いじめ対応メモ Ｎｏ１＞

発覚日時 令和 年 月 日（ ） 時 分（ ）

連絡者 関係

発覚の状況

被害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

加害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

加害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

加害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

加害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

加害者 年 科 男 生徒氏名

女 保護者名 tel

いじめの実態

被害者の言い分 加害者の言い分

分析と考察

今後の指導の留意点

家庭との連携

その他（特記事項）
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９ 外部・保護者からの苦情

（１）苦情発生

苦情の内容を苦情メモ（下欄）に記入し、教頭に連絡する。

① 可能な限り、相手の氏名・連絡先等を聞き出す。

（２）事実確認、状況把握

内容に応じて①～③のうち、必要な措置をとる。（管理職の指示で行う。）

① 関係者からの事情聴取と記録

② 状況把握後、関係者への指導

③ 管理職をはじめ、関係職員による状況説明または謝罪

（３）事後処理

再発を防ぐための学校の指導法などを検討する。

① 教育委員会への報告については校長が判断する。

② 報道機関への対応の必要性があれば、窓口を一本化して対応する。（教頭）

＜事実発生状況メモ＞

事実発生日時 日にち： 令和 年 月 日

時 刻：

名前・連絡先 名 前：

連絡先：

苦 情 の 内 容

学 校 の 対 応
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１０ 不審者への対応
 対応の手順  

 

① 不審者を発見 

 

 

 

② 初期対応 

 

 

 

 

 

【負傷者がいる場合の応急処置】 

 

 

 

 

【緊急連絡】   【校内連絡】 

・警察への通報  ・状況把握 

         ・避難指示 

・生徒のケア 

 

 

 

 

③ 病院への搬送 

 

 

 

 

④ 状況の調査、把握 

 

 

 

⑤ 状況報告 

 

 

 

⑥ 事後対応 

 

学校内への不審者侵入の事案が発生したことを受報。 

※発見者は直ちに近くの職員に連絡する。 

 

 

不審者に対しては必ず複数で対応する。 

不審者には校外に出るよう説得し、外へ移動するように促す。危険

を感じたら周囲に大声で知らせ、安全を優先してあらゆる手段を使

って校内の職員に知らせる。 

 

 

けが人がいる場合は、負傷者の救命処置及び応急処置を行う。 

発見者は直ちに応援の要請を行う。 

管理職と養護教諭等への連絡を行う。 

 

 

警察への通報及び消防署へ救急車の要請を行う。 

※生徒が被害を受けた場合は、保護者等への連絡を行う。その際、

本人の状況やけがの程度及び搬送先の病院名等）する。 

不審者の動向を見定めて避難経路と避難場所を確認し避難指示を出

す。 

避難後には人数の確認と生徒のケアを行う。 

 

 

けがの程度により養護教諭、担任、その他関係職員が複数で病院に

同伴する。 

病院から学校へ、搬送者の状況を報告する。 

※到着時間、搬送者の状態、治療の状況等 

 

侵入場所、時間、状況、原因、けがの程度、保護者との連絡状況の

把握。 

 

 

事案の内容を関係機関へ報告する。また状況に応じてＰＴＡ役員へ

の報告や保護者に対して今後の対応等の内容をメールと文書で連絡

する。 

 

 

その他、処理・対応すべき事項 

・生徒および教職員へのケア  ・関係機関等への連絡  

・県教委への報告       ・報道機関等との対応 

・事故報告書等の作成     ・再発防止策等の検討 

 不審者侵入防止策 

① 来校者は必ず、事務室で受付をし、来客受付簿に氏名等の記入を求め来校者をチェックする。 

② 来客者には「来校者証」を渡し首から下げてもらう。 

③ 校舎内外の巡視、巡回を行う。 
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１１ 人権問題が生じた場合

人権教育の充実は重要な教育課題であり、本校においても、県の人権教育基本方針に則り、

日頃から、あらゆる教育活動を通して取り組む必要がある。また、同和問題が生じた場合には、

その事象は人権にかかわる重要な問題であり、その対応には慎重を期す必要がある。

学校が同和問題を主体的に解決するためには、その内容や原因・背景などを的確に把握し検

討する中で、これまでの同和教育の実践や推進体制のあり方などを見直すなど、同和教育を深

化・充実するための取組みが大切であり、決して対症療法的な対応のみに終わってはならない。

基本的な対応手順を以下に示す。

(１) 現場での指導と速やかな報告

＜賤称語発言の場合＞

・発見者は問題点が明白な場合は、その場で指導した上で、速やかに管理職（教頭）に口頭

及び文書で報告する。

＜差別的な落書きの場合＞

・まず人目にふれないように現場を保存した上で、速やかに管理職（教頭）に口頭及び文書

で報告する。

・いずれの場合も報告を受けた管理職（教頭）は、それが差別事象と思われる場合

（判断し難いものも含む）は、県教育委員会（人権同和教育課）に速やかに報告する。

(２) 事実の確認

事実関係をきちんと確認しておくことは、その事象の分析や以後の取組みの基礎となり

重要である。そのため、同和教育担当職員も含め複数の者が立ち会って事実の確認をう。

＜賤称語発言の場合＞

・発言の日時・場所、発言の意図と前後の発言、賤称語を知った経路と時期、賤称語の認

識の程度、周囲の反応、などの事実を客観的に把握する。

・生徒等の人権に配慮しながら細心の注意を払って慎重に進めることが肝要である。

＜落書きの場合＞

・関係者による現場確認を行うとともに、落書き内容等の記録（メモまたは写真）を行う。

(３) 事象の分析

事象の事実関係、発見以後の対応の経過、問題点・課題などを文章にまとめる。

その際、何が人権問題や部落差別に結び付くのか、何が問題か、等の差別性の確認をし

て、事象の原因や背景を明確にすることも今後の取組みを進める上で大切なことである。

(４) 研修

これまでの同和教育の問題点を整理し、今後の課題を探ることが大切である。問題処理

のための対策に終わらないで、今後の同和教育を発展的に推進するための重要な機会と

する。
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１２ 全国瞬時警報システム（Ｊアラート）への対応

対応の手順

Ｊアラートを受報する。

①初期対応 【避難行動】「姿勢を低くし頭部を守る」

【情報提供及び避難指示】 （校舎内にいる場合）

・床に伏せて頭部を守る。

・カーテンを閉めてできる限り窓から離れる。可能

なら窓のない部屋に移動する。

（校舎外にいる場合）

・近くの建物の中や地下に避難し床に伏せて頭部を

守る。

・近くに避難できる建物がない場合は、物陰に身を

隠すか地面に伏せて頭部を守る。

②状況の確認

【1,日本の領海外に落下した場合】 落下場所等の情報を確認する。

【2,日本の上空を通過した場合】 ミサイルが通過した情報の確認

避難解除後、不審な物を発見した場合は、絶対に近寄

らずに警察や消防等に連絡する。

【3,日本に落下する可能性がある場合】 直ちに【避難行動】と同様の行動をとる。

※落下場所等についての情報を確認 追加の情報があるまで引き続き避難を継続する。

留意事項

・始業時間前にＪアラートで緊急情報が発信された場合の臨時休業等の連絡については、保護者

へ「安心安全メール」または、担任から生徒へ「グーグルClassルーム」で連絡をする。

 弾道ミサイル発射による 

Ｊアラート発令の場合 

 

 １と２を確認して安全を確

認した後、避難行動を解除 
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13 事故報告書ＦＡＸ書式（第一報 事故報告様式）

＜報告書例＞

時系列に書く。個人名は出来るだけ避ける。職員一人一人の対応は学校としての対応となる。

客観的事実のみを記録する。

（様式）

第１報 事故報告様式

発信者 職・氏名（ ・ ）

学 校 名 宮崎県立日向工業高等学校 校長名：

ふりがな 性別
事 故 者

学科名： （ ）学年 氏名： （ ）

発 生 日 時 令和 年 月 日 曜日 時 分頃 天候

ア 学校管理下 イ 交通事故 ウ 声かけ事案
事 故 の 種 類

エ その他（ ）

事故発生場所

事故発生の状況

被害・損害の程度

(児童生徒・相手側)

警察への通報等 有 ・ 無

近隣学校への連絡等 有 ・ 無

人権同和教育課 生徒指導・安全担当（ 主幹）

【E-mail: @pref.miyazaki.lg.jp】

１４ その他
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（１ ）緊急時の生徒移送について

移送については、学校が責任をもって処理する。（移送にあたっては職員が同行し交通費は

原則として学校が負担する。

① 学校から医療機関への移送

骨折や意識不明などで学校で処置不可能な事故が起きた場合

ア 生徒の状況から急を要すると判断された場合は救急車を要請する。

イ 救急車の要請が必要ないと判断された場合はタクシーで移送する。

② 医療機関から学校への移送

タクシーで移送する。

③ 医療機関（学校）から自宅への移送

保護者へ迎えにきてもらうかタクシー利用。（個人負担）

（２）早退時の生徒移送について（宅送については、学校が責任をもたない。）

就学困難となり自宅休養が良いとクラス担任及び養護教諭より判断された場合

① 自宅へ連絡をとり、迎えにきてもらう。

② 保護者不在の場合は、緊急連絡先まで電話連絡をとり、迎えにきてもらう。

③ 何らかの理由で保護者が迎えにこられない場合は、保護者と相談してタクシー利用

（個人負担）が交通機関利用等を決める。

（３）生徒のバスの乗車・降車時における点呼等による所在確認

送迎用バスに限らず、学校において校外学習や部活動等で生徒が自動車へ乗降車する際、

点呼等の方法により生徒の所在を確認する。

１５ 学校安全安心メールについて

（１ ）目的

① 緊急時の迅速かつ的確な連絡と情報発信

ア 大地震及び津波発生時における学校対策・生徒安否を保護者へ連絡

イ その他の自然災害時（台風等）における学校対策を保護者へ連絡

ウ 不審者情報等の防犯情報発信

② 保健安全面（インフルエンザ等）や進路面の情報発信

③ 学校行事・ＰＴＡ行事などの案内

④ 配布物・回収物等の連絡

（２）方法

① 管理職または担当者のＰＣ・携帯から、対象者に一斉送信する。

② 要点をまとめた短文とし、資料等は添付しない。

③ 受信者からの返信機能はつけない。

③ 加入は任意を原則とするが、緊急対策として保護者全員の加入を強く勧める。

（再掲）病院搬送に関して
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（１ ）救急車を呼ぶ場合

（要請の基準）

・意識喪失の状態にある場合 ・骨の変形を起こしている場合

・ショック症状がある場合 1 ・大きな開放創がある場合

・けいれんのある場合 1 ・範囲に火傷を受けている場合

・激痛が持続する場合 ・事故発見者が必要と判断した場合

・多量の出血を伴う場合

（呼び方）

①「１１９番」を呼び出す

②「こちらは日向工業高校です。救急です。」

③「生徒（職員）が・・・いつ（時間） ーどこで（場所）ーどうして（原因）

どこが（部位）ーどのように（症状）」

④「現在、□□の処置をして様子を見ています。この後に何をしたらよいか指示

をください（どんな処置をしたか報告できるようにしておく）」

※相手（救急車側）が、場所や症状を確認するまでは、慌てて電話をきらないこと。

（２）タクシーを呼ぶ場合

（最寄りのタクシー会社）

・ひまわりタクシー TEL 52－3535 ・上日向タクシー TEL 54－5454

・宮崎交通 TEL 52－3131

（３）病院への搬送

① 学校医

①内科医 津野田 翔 先生 ０９８２－５２－５４０７

②眼科医 稲原 明肆 先生 ０９８２－５２－２２０９

③耳鼻科医 直野 秀和 先生 ０９８２－６６－４１３３

④歯科医 堀 健介 先生 ０９８２－５５－１４１４

② 近くの専門医

①千代田病院 ５２－７１１１ ⑦吉田クリニック ５５－０７７０

②和田病院 ５２－００１１ ⑧鮫島病院 ５４－６８０１

③済生会日向病院 ６３－１３２１ ⑨長嶺皮膚科 ６６－１２０１

④甲斐外科医院 ５３－５０００ ⑩沼田皮膚科 ５２－３７８５

⑤せきもと整形外科 ５７－３３３０ ⑪日向市東臼杵郡医師会 ５２－０２２２

⑥大平整形外科 ５２－３３３７ ⑫県立延岡病院0982 ３２－６１８１

（４）関係機関に関して

県教育委員会（人権同和教育課：TEL ０９８５－２６－７２３８、７２５２）

日向警察署 （代表：TEL ０９８２－５３－０１１０）


